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令和６年度主要な施策の成果に関する説明書 
 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第292条において準用する同法第233条第５項の規定により、

令和６年度決算に係る主要な施策とその成果の概要を次のとおり報告します。 

令和７年 11月 26日 

大船渡地区環境衛生組合 

管理者 大船渡市長 渕 上   清 

決算の状況 

１ 歳入決算総括表 
（単位：円、％） 

 
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

 決算額 Ａ 構成比 決算額 Ｂ 構成比 Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 分担金及び負担金 198,091,000 83.0 200,253,000 86.7 2,162,000 1.1 

２ 使用料及び手数料 18,762,400 7.9 19,160,200 8.3 397,800 2.1 

３ 国 庫 支 出 金 356,400 0.1 376,200 0.2 19,800 5.6 

４ 繰 越 金 9,191,255 3.9 10,176,063 4.4 984,808 10.7 

５ 諸 収 入 1,210,666 0.5 916,789 0.4 △293,877 △24.3 

６ 財 産 収 入 809,900 0.3 119,140 0.0 △690,760 △85.3 

( 組 合 債 ) 10,300,000 4.3 - - △10,300,000 皆減 

 合  計 238,721,621 100.0 231,001,392 100.0 △7,720,229 △3.2 

 

２ 歳出決算総括表 
（単位：円、％） 

 
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

 決算額 Ａ 構成比 決算額 Ｂ 構成比 Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 議 会 費 330,614 0.1 324,357 0.2 △6,257 △1.9 

２ 総 務 費 27,784,582 12.2 26,008,006 12.2 △1,776,576 △6.4 

３ 衛 生 費 191,276,268 83.7 178,389,269 83.6 △12,886,999 △6.7 

４ 公 債 費 9,154,094 4.0 8,635,427 4.0 △518,667 △5.7 

５ 予 備 費 0 － 0 － 0 － 

 合  計 228,545,558 100.0 213,357,059 100.0 △15,188,499 △6.6 

 

 歳入歳出差引額 10,176,063  17,644,333  7,468,270  
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３ 性質別歳出決算総括表 
（単位：円、％） 

 

区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

 決算額 Ａ 構成比 決算額 Ｂ 構成比 Ｂ-Ａ 
(Ｂ-Ａ)/

Ａ 

１ 人 件 費 85,346,790 37.3 87,805,560 41.2 2,458,770 2.9 

２ 物 件 費 124,371,691 54.5 114,535,920 53.7 △9,835,771 △7.9 

３ 維 持 補 修 費 7,098,087 3.1 679,250 0.3 △6,418,837 △90.4 

４ 扶 助 費 0 － 0 － 0 － 

５ 補 助 費 等 2,574,896 1.1 1,700,902 0.8 △873,994 △33.9 

６ 公 債 費 9,154,094 4.0 8,635,427 4.0 △518,667 △5.7 

７ 投 資 的 経 費 0 － 0 － 0 － 

  普通建設事業費 0 － 0 － 0 － 

 合  計 228,545,558 100.0 213,357,059 100.0 △15,188,499 △6.6 

 

 

４ 歳入事項別説明書 

第１款 分担金及び負担金 

（単位：千円、％） 

  
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

  決算額 Ａ 決算額 Ｂ Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 分担金 198,091 200,253 2,162 1.1 

 １ 分担金 198,091 200,253 2,162 1.1 

  ⑴ 事務費分担金 177,883 183,830 5,947 3.3 

  ⑵ 建設費分担金 20,208 16,423 △3,785 △18.7 

 

〔事務費分担金〕 （単位：％、千円） 

区 分 
均等割 10％ 利用割 90％ 

計 
構成比 金 額 構成比 金 額 

大 船 渡 市 50.0 9,192 86.92 143,806 152,998 

住 田 町 50.0 9,192 13.08 21,640 30,832 

合 計 100.0 18,384 100.0 165,446 183,830 

＊ 事務費分担金＝歳出合計－(建設費分担金＋手数料＋国庫支出金＋繰越金＋諸収入＋組合債)  

＊ 各金額は予算現額 

＊ 利用割の構成比は、前々年度における「ごみ収集量」の割合による。 
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〔建設費分担金〕  （単位：％、千円） 

区 分 
令和２年度地方債 

に係る元利償還金 

令和４年度地方債 

に係る元利償還金 

令和５年度地方債 

に係る元利償還金 

令和 6 年度における 

施設修繕・設備費等 計 

 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 

大船渡市 86.93 5,923 87.31 1,552 87.31 88 87.31 6,749 14,312 

  住 田 町 13.07 891 12.69 226 12.69 13 12.69 981 2,111 

合 計 100.0 6,814 100.0 1,778 100.0 101 100.0 7,730 16,423 

＊ 各金額は予算現額 

＊ 各構成比は、当該年度の直近における「国勢調査人口」の割合による。 

 

〔構成市町別分担金の推移〕 （単位：千円） 

 区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

⑴ 事務費分担金 170,980 170,697 164,635 175,608 183,984 

 大 船 渡 市 143,077 143,595 138,267 147,704 154,749 

 住 田 町 27,903 27,102 26,368 27,904 29,235 

⑵ 建設費分担金 25,779 24,340 22,739 25,987 14,473 

 大 船 渡 市 22,359 21,110 19,762 22,566 12,557 

 住 田 町 3,420 3,230 2,977 3,421 1,916 

 合 計 196,759 195,037 187,374 201,595 198,457 

 大 船 渡 市 165,436 164,705 158,029 170,270 167,306 

 住 田 町 31,323 30,332 29,345 31,325 31,151 

 

 区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

⑴ 事務費分担金 185,180 190,923 174,673 177,883 183,830 

 大 船 渡 市 155,055 159,417 145,392 148,065 152,998 

 住  田  町 30,125 31,506 29,281 29,818 30,832 

⑵ 建設費分担金 15,629 17,517 25,825 20,208 16,423 

 大 船 渡 市 13,562 15,215 22,515 17,608 14,312 

 住  田  町 2,067 2,302 3,310 2,600 2,111 

 合 計 200,809 208,440 200,498 198,091 200,253 

 大 船 渡 市 168,617 174,632 167,907 165,673 167,310 

 住  田  町 32,192 33,808 32,591 32,418 32,943 



- 4 - 

第２款 使用料及び手数料 

（単位：円、％） 

  
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

  決算額 Ａ 決算額 Ｂ Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 手数料 18,762,400 19,160,200 397,800 2.1 

 １ 衛生手数料 18,762,400 19,160,200 397,800 2.1 

 

〔廃棄物処理手数料の推移〕 （単位：円） 

 区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

廃棄物処理手数料 19,869,200 19,663,600 19,772,000 20,353,200 20,184,600 

 一 般 持 込 み 1,103,000 835,800 972,000 1,339,200 1,123,400 

 事 業 系 18,766,200 18,827,800 18,800,000 19,014,000 19,061,200 

 

 区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

廃棄物処理手数料 18,274,000 18,296,400 18,282,600 18,762,400 19,160,200 

 一 般 持 込 み 896,800 1,111,000 813,000 1,077,600 963,200 

 事 業 系 17,377,200 17,185,400 17,469,600 17,684,800 18,197,000 

＊ 「一般持込み」は 100㎏超過分につき 200 円/10㎏、「事業系」はすべて 200 円/10 ㎏ 

 

 

 

第３款 国庫支出金 

（単位：円、％） 

  
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

  決算額 Ａ 決算額 Ｂ Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 国庫補助金 356,400 376,200 19,800 5.6 

 １ 衛生費国庫補助金 356,400 376,200 19,800 5.6 

＊ 廃棄物処理施設モニタリング事業費補助金（10/10）は、最終処分場放流水放射線測定事業に充当 

 

〔廃棄物処理施設モニタリング事業費補助金の推移〕 （単位：円） 

 区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

廃棄物処理施設モニタリング
事業費補助金 

622,080 622,080 622,080 622,080 396,000 

 

 区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

廃棄物処理施設モニタリング
事業費補助金 

396,000 356,400 356,400 356,400 376,200 
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第４款 繰越金 

（単位：円、％） 

  
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

  決算額 Ａ 決算額 Ｂ Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 繰越金 9,191,255 10,176,063 984,808 10.7 

 １ 繰越金 9,191,255 10,176,063 984,808 10.7 

 

第５款 諸収入 

（単位：円、％） 

  
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

  決算額 Ａ 決算額 Ｂ Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 組合預金利子 402 22,905 22,503 5,597.8 

 １ 組合預金利子 402 22,905 22,503 5,597.8 

２ 雑入 1,210,264 893,884 △316,380 △26.1 

 １ 雑入 1,210,264 893,884 △316,380 △26.1 

  合  計 1,210,666 916,789 △293,877 △24.3 
 

〔資源古紙引渡料（雑入）の推移〕 （単位：円） 

 区 分 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 

資源古紙引渡料 3,087,450 2,475,110 3,559,980 2,053,550 1,515,110 
 

 区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

資源古紙引渡料 1,142,080 1,069,490 1,019,600 914,460 840,530 

 

第６款 財産収入 

（単位：円、％） 

  
区  分 

令和５年度 令和６年度 増減額 増減率 

  決算額 Ａ 決算額 Ｂ Ｂ-Ａ (Ｂ-Ａ)/Ａ 

１ 財産売払収入 809,900 119,140 △690,760 △85.3 

 １ 物品売払収入 809,900 119,140 △690,760 △85.3 
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５ 歳出事項別説明書 

 

第１款 議会費 《324,357円》 

 

１款 議会費 324,357円  決算書 16ページ 

１項 議会費 324,357円 １目 議会費 324,357円 

主要な事務・事業の内容 

１．議員報酬（継続） 289,984円 

組合が共同処理するごみの収集及び処分に関する事務の議決機関として、年２回の定例

会及び臨時会を開催した。 
 
〔開催内容〕 令和６年第 1回臨時会 令和６年６月 28日開催（９人出席） 

 令和６年第２回臨時会 令和６年 10月 21日開催（10人全員出席） 

 令和６年第２回定例会 令和６年 11月 18日開催（９人出席） 

 令和６年第３回臨時会 令和６年 12月 25日開催（９人出席） 

 令和７年第１回定例会 令和７年２月 17日開催（10人全員出席） 
   

〔議員定数〕 10人（大船渡市８人、住田町２人） 
  

〔報酬内訳〕 議長 28,388円、 副議長 30,000円、 議員 231,596円（８人分） 
 

 

 

第２款 総務費 《26,008,006円》 

 

２款 総務費 26,008,006 円   決算書 16ページ 

１項 総務管理費 25,958,342円 １目 一般管理費 25,958,342円 

主要な事務・事業の内容 

１．職員人件費（継続） 23,321,840円 

ごみの収集及び処分に関する事務について関係市町との諸調整を図り、組合運営を円滑

に推進した。 
  

〔内  訳〕 一般職（行政職）３人 （事務局長、総務係長、主任 各１人） 

 ＊ いずれも大船渡市派遣職員 
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２款 総務費 26,008,006 円   決算書 18ページ 

２項 監査委員費 49,664円 １目 監査委員費 49,664円 

主要な事務・事業の内容 

１．監査委員報酬（継続） 46,260円 

公正で効率的な行財政運営を確保するため、一般会計に係る例月出納検査のほか、決算

審査及び定期監査を実施した。 
   

〔例月出納検査〕 月１回 期間：令和６年４月～令和７年３月（計 12回） 

〔決算審査〕 年１回 期間：令和６年８月 24日～令和６年 10月８日 

〔定期監査〕 年１回 期間：令和６年 10月 25日～令和７年２月 10日 

〔委員報酬内訳〕 知識経験委員 29,000円、 議会選出委員 17,260円 

  

 

 

第３款 衛生費 《178,389,269円》 

 

３款 衛生費 178,389,269 円  決算書 18ページ 

１項 清掃費 178,389,269 円 １目 塵芥処理費 178,389,269 円 

主要な事務・事業の内容 

１．職員人件費（継続） 64,109,284円 

可燃ごみの収集や中間処理施設及び最終処分場施設の各業務について、２班編制によ

り、直営で実施した。 
  

〔内  訳〕 一般職（技労職）８人 （収集班３人、中間処理・最終処分場班５人） 
 

 
〔職員数の推移〕 （単位：人） 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度  

一 般 職 ８ ８ ８ ８ ８  

うち再任用 - - １ １ １  
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２．資源回収団体への奨励金交付（報償費）（継続） 712,064円 

新聞、雑誌、ダンボール、鉄くず類などの資源ごみの集団資源回収を行った団体に対

し、回収実績に応じて１kg当たり５円の奨励金を交付した。 
  

〔資源回収の実績と推移〕 （単位：ｔ、円） 

区 分 項 目 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

資源回収団体 

実施(登録)団体数 61（82） 64（78） 66（78） 64（75） 67（75） 

奨励金対象量 184.0 172.4 153.5 150.7 142.4 

奨 励 金 額 920,219 862,322 768,101 753,596 712,064 
 

〔考  察〕 

 

 

 

実施団体は微増の傾向にあるものの、回収量は減少が続いている状況で

ある。これは人口減少や、電子書籍・ＳＮＳの普及による資源古紙の減

少、ライフスタイルの変化などによる、ビンや鉄くず類の減少が影響して

いると考えられ、今後も同様の傾向が続くと見込まれる。 

限りある資源を循環していくため、今後も、再資源化に関する意識醸成

を図る有効手段として、本事業の普及啓発を行う。 

  

３．可燃物収集（継続） 53,823,000円 

家庭から排出される可燃ごみの収集業務の一部を民間事業者に委託した。 
  

〔内  訳〕 可燃物収集業務（２台運搬） 20,757,000円 

 可燃物収集業務（３台運搬） 33,066,000円 
 

〔業務委託実績と推移〕 

区   分 契約期間（長期継続契約／３か年） 金額（最終年度） 

可燃物収集業務（２台運搬） 

令和 ６年度から令和 ８年度まで 20,757,000円 

令和 ３年度から令和 ５年度まで 20,024,400円 

平成 30年度から令和 ２年度まで 19,382,110円 

可燃物収集業務（３台運搬） 

令和 ６年度から令和 ８年度まで 33,066,000円 

令和 ３年度から令和 ５年度まで 31,086,000円 

平成 30年度から令和 ２年度まで 30,096,000円 

＊「令和６年度から令和８年度まで」は、令和６年度の金額を表示。 
 

〔考  察〕 

 

 

直営又は民間への業務委託により、地域ごとに必要な可燃ごみ収集の機

会を確保し、適切にごみ処理を行った。引き続き、業務運営の効率化を図

りながら、日常生活に不可欠なごみ収集の安定化に努める。 
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４．不燃物収集・広域処理運搬等（継続） 17,527,768円 

家庭から排出される不燃ごみの収集・処理業務や岩手沿岸南部クリーンセンターへの粗

大ごみ等の搬入及び最終処分場への溶融飛灰の運搬業務を一括して民間事業者に委託し

た。 
  

〔内  訳〕 不燃物収集・処理及び粗大ごみ広域運搬業務 17,527,768円 
 

〔業務委託実績と推移〕  

区   分 契約期間（長期継続契約／３か年） 金額（最終年度） 

不燃物収集・処理及び粗大ご

み広域運搬業務 

令和 ６年度から令和 ８年度まで 17,527,768円 

令和 ３年度から令和 ５年度まで 15,032,600円 

平成 30年度から令和 ２年度まで 16,209,710円 

＊「令和６年度から令和８年度まで」は、令和６年度の金額を表示。 
 

〔考  察〕 

 

 

 

民間への業務委託により、地域ごとに必要な不燃ごみ収集の機会を確保

するとともに、粗大ごみ等の処理・運搬業務等を実施し、適切にごみ処理

を行った。引き続き、業務運営の効率化を図りながら、日常生活に不可欠

なごみ収集等の安定化に努める。 

  

 

〔ごみ搬入の実績と推移〕 （単位：ｔ、％） 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 

可燃ごみ 

収  集 7,492.4 △4.1 7,423.0 △0.9 7,209.8 △2.9 6,957.7 △3.5 6,786.0 △2.5 

直接持込 1,695.0 7.6 1,613.2 △4.8 1,562.0 △3.2 1,442.2 △7.7 1,745.8 21.1 

計 9,187.4 △2.1 9,036.2 △1.6 8,771.8 △2.9 8,399.9 △4.2 8,531.8 1.6 

不燃ごみ 

収  集 722.8 3.3 687.4 △4.9 668.5 △2.7 646.8 △3.2 591.1 △8.6 

直接持込 373.3 △22.1 390.8 4.7 420.5 7.6 427.4 1.6 405.5 △5.1 

計 1,096.1 △7.1 1,078.2 △1.6 1,089.0 1.0 1,074.2 △1.4 996.6 △7.2 

資源古紙 

収  集 171.7 10.7 163.0 △5.1 152.5 △6.4 137.4 △9.9 126.1 △8.2 

直接持込 70.4 7.0 61.9 △12.1 59.0 △4.7 49.8 △15.6 46.4 △6.8 

計 242.1 9.6 224.9 △7.1 211.5 △6.0 187.2 △11.5 172.5 △7.9 

 収  集 8,386.9 △3.2 8,273.4 △1.4 8,030.8 △2.9 7,741.9 △3.6 7,503.2 △3.1 

合 計 直接持込 2,138.7 0.9 2,065.9 △3.4 2,041.5 △1.2 1,919.4 △6.0 2,197.7 14.5 
 計 10,525.6 △2.4 10,339.3 △1.8 10,072.3 △2.6 9,661.3 △4.1 9,700.9 0.4 

 ＊ 小数点以下第２位を四捨五入しているため、各数量と合計に対する構成比が一致しない場合が

ある。 
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〔ごみ搬出及び再資源化の実績と推移〕 （単位：ｔ、％） 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 

可燃ごみ 

搬 出 量 8,893.7 △3.5 8,759.4 △1.5 8,623.6 △1.6 8,249.3 △4.3 8,278.2 0.4 

資 源 化 量 242.1 9.6 224.9 △7.1 211.5 △6.0 187.2 △11.5 172.5 △7.9 

資源化率 2.7 17.4 2.5 △7.4 2.4 △4.0 2.2 △8.3 2.0 △9.1 

計 9,135.8 △3.2 8,984.3 △1.7 8,835.1 △1.7 8,436.5 △4.5 8,450.7 0.2 

不燃ごみ 

搬 出 量 609.1 △8.4 614.9 1.0 613.2 △0.3 609.7 △0.6 635.6 4.2 

資 源 化 量 515.2 7.8 463.7 △10.0 445.8 △3.9 404.2 △9.3 364.9 △9.7 

資源化率 45.8 9.6 43.0 △6.1 42.1 △2.1 39.9 △5.2 36.5 △8.5 

計 1,124.3 △1.6 1,078.6 △4.1 1,059.0 △1.8 1,013.9 △4.3 1,000.5 △1.3 

合 計 

搬 出 量 9,502.8 △3.8 9,374.3 △1.4 9,236.8 △1.5 8,859.0 △4.1 8,913.8 0.6 

資 源 化 量 757.3 8.3 688.6 △9.1 657.3 △4.5 591.4 △10.0 537.4 △9.1 

資源化率 7.4 12.1 6.8 △8.1 6.6 △2.9 6.3 △4.5 5.7 △9.5 

計 10,260.1 △3.0 10,062.9 △1.9 9,894.1 △1.7 9,450.4 △4.5 9,451.2 0.0 

＊ 可燃ごみには資源古紙を、不燃ごみには粗大ごみを含む。 

＊ 搬出先は岩手沿岸南部クリーンセンター。 

＊ 資源化率は、「資源化量」／「計」×100 で算出。 

 

〔処理施設の稼働状況と推移〕 （単位：ｔ、日、％） 

区 分 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 数 量 前年比 
 年間処理量 9,135.8 △3.2 8,984.3 △1.7 8,832.6 △1.7 8,436.5 △4.5 8,450.7 0.2 

可燃ごみ 稼 働 日 数 249 1.6 245 △1.6 243 △0.8 252 3.7 255 1.2 

 １日当たり処理量 36.7 △4.7 36.7 0.0 36.3 △1.1 33.5 △7.7 33.1 △1.2 
 年間処理量 1,124.3 △1.6 1,078.6 △4.1 1,059.0 △1.8 1,013.9 △4.3 1,000.5 △1.3 

不燃ごみ 稼 働 日 数 249 1.6 245 △1.6 243 △0.8 252 3.7 255 1.2 

 １日当たり処理量 4.5 △4.3 4.4 △2.2 4.4 0.0 4.0 △9.1 3.9 △2.5 

  

５．水銀使用製品処分（継続） 1,654,642円 

家庭で使用された蛍光管や乾電池等の水銀使用廃製品について、管内 15 か所に設置した

専用回収ボックスによる分別回収を行うとともに、専門業者に処分を依頼した。 
  

〔廃水銀製品処分量の推移〕 （単位：㎏、円） 

区 分 
令和５年度 令和６年度 

処分量 金 額 処分量 金 額 

廃蛍光管 3,580 840,840 2,360 687,060 

廃 電 池 8,140 900,504 8,020 967,582 

合 計 11,720 1,741,344 10,380 1,654,642 
 

〔考  察〕 

 

 

民間事業者の協力により、拠点方式による効率的な回収を行うととも

に、運搬・処理を専門業者に依頼し適切に処分した。地球規模の水銀排出

削減に向けた継続的な取組として、分別回収の普及啓発を推進する。 
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６．最終処分場水質検査（継続） 3,850,000円 

浸出水処理施設からの放流水等の水質について、民間へ業務委託し、排水基準に従った

検査項目（BOD、CODなど 47分析項目）、頻度により定期的に検査を実施した。 
  

〔測定結果〕 いずれも異常は見られなかった。 

〔考  察〕 

 

 

最終処分場からの浸出水は、通年適切に処理しており、周辺環境への負

担軽減が図られている。引き続き、浸出水処理施設の機能を維持し、適正

な管理のもと水環境の保全に努める。 
 

７．最終処分場放流水放射線測定（継続） 376,200円 （国 10/10） 

最終処分場において、東日本大震災の原発事故に起因する放射性物質（放射性セシウム

134など３分析項目）の濃度測定を民間へ業務委託し、定期的に実施した。 
  

〔測定結果〕 いずれも検出されなかった。 

〔考  察〕 

 

 

 

地下水、放流水からの放射性物質の測定結果はいずれも不検出であり、

周辺環境への影響はないものと察する。今後も国の動向に注視しながら、

安全が確定されるまで測定調査を継続するとともに、必要に応じて詳細分

析を行う。 
  

〔埋立処理量の推移〕 （単位：㎥） 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

埋立処分 
溶融飛灰 546.5 474.7 426.8 413.4 419.0 

残 渣 等 23.0 － － － － 

覆 土 64.0 50.0 57.0 61.0 98.0 

合 計 633.5 524.7 483.8 474.4 517.0 
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８．清掃美化運動推進事業（補助金）（継続） 73,000円 

家庭ごみの減量化と循環利用を促進するため、管内公衆衛生組合連合会に対し、生ごみ

処理容器などの資機材の購入実績に応じ補助金を交付した。 
  

 〔生ごみ処理機等購入実績と推移〕 （単位：個、円） 

区   分 
令和２年度 令和３年度 令和4年度 令和5年度 令和６年度 累 計 

個数 個数 個数 個数 個数 金 額 個数 金 額 

大

船

渡

市 

生ごみ処理 

容器 

コンポスト 13 - - - - - 7,712 7,712,000 

発酵資材 0 - - - - - 0 0 

電動生ごみ処理機 3 2 1 3 4 73,000 377 7,299,000 

生ごみ密封 

発酵容器 

ＥＭバケツ 8 - - - - - 1,967 1,967,000 

発酵資材 0 - - - - - 0 0 

計 24 2 1 3 4 73,000 10,056 16,978,000 

住

田

町 

生ごみ処理 

容器 

コンポスト 14 2 6 - - - 2,541 2,541,000 

発酵資材 62 52 62 - - - 1,596 1,117,200 

電動生ごみ処理機 0 0 0 0 0 0 24 469,000 

生ごみ密封 

発酵容器 

ＥＭバケツ 9 6 9 - - - 642 642,000 

発酵資材 23 27 26 - - - 819 268,400 

計 108 87 103 0 0 0 5,622 5,037,600 

合 計 132 89 104 3 4 73,000 15,678 22,015,600 

 

〔考  察〕 

 

 

家族構成の多様化に伴い小型のごみ処理容器が市販される現状を踏ま

え、大船渡市では令和３年度以降、住田町では令和５年度から対象品目を

電動生ごみ処理機のみとし、一部事業内容を見直した。今後も構成市町と

連携し本事業の普及推進を図り、ごみ減量化と循環利用の促進に努める。 
 

９．施設整備・維持修繕について 

家庭ごみ等の収集、運搬、処分などの業務を安定的かつ効率的に実施するため、中間処

理施設をはじめとする各施設設備の点検や補修を行った。 
  

(主な支出内容)  

・最終処分場水質検査委託料 3,850,000円 

・塵芥収集車、灰運搬車等車両修繕料 2,638,157円 

・クレーン保守点検委託料 2,596,000円 

・汚泥処理委託料 1,478,400円 

・環境測定委託料 1,320,000円 

・受付施設等施設修繕料 862,730円 

・浄化槽管理委託料 620,660円 

・トラックスケール点検手数料 562,100円 

・中継施設保守点検委託料 440,000円 

・最終処分場施設管理委託料 264,000円 
  

〔考  察〕 

 

 

計画的な保守点検に合わせ、必要に応じて維持修繕するなど、円滑に 

ごみ処理業務を実施した。老朽化する施設や設備等も多く、予防保全や 

長寿命化のための施設整備に重点を置き、コスト削減と安定したごみ処理

施設の運営管理に努める。 
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第４款 公債費 《8,635,427円》 

 

４款 
公債

費 
8,635,427円   決算書 22ページ 

１項 
公債

費 
8,635,427円 １目 元金 8,468,444円 

   ２目 利子 166,983円 

主要な事務・事業の内容 

 

〔起債の借入状況〕 （単位：千円、％） 

借入年度 起債名 用 途 借入先 借入金額 利率 償還開始 償還終了 

R2 
公共施設等適正

管理推進事業債 

旧焼却施設(煙突)

解体撤去 

岩手県信用漁業 

協同組合連合会 

大船渡支店 

60,700 0.15 R3.9.20 R13.3.20 

R4 
一般廃棄物処理

事業債 

一般廃棄物積込中継施設

ダストドラム修繕 

㈱岩手銀行 

大船渡支店 
15,500 0.36 R5.9.20 R15.3.20 

R5 
一般廃棄物処理

事業債 
塵芥収集車更新 

大船渡市農業 

協同組合 
10,300 0.45 R6.9.20 R11.3.20 

 

〔償還額の見込み〕 （単位：円） 

項 目 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 

旧焼却施設（煙突） 

解体撤去 

元 金 6,744,444 6,744,444 6,744,444 6,744,444 6,744,444 

利 子 68,287 58,170 48,053 37,937 27,820 

未償還元金 40,466,668 33,722,224 26,977,780 20,233,336 13,488,892 

一般廃棄物積込中
継施設ダストドラ
ム修繕 

元 金 1,724,000 1,724,000 1,724,000 1,724,000 1,724,000 

利 子 54,252 48,317 41,856 35,531 29,426 

未償還元金 13,776,000 12,052,000 10,328,000 8,604,000 6,880,000 

塵芥収集車更新 

元 金 0 2,620,000 2,560,000 2,560,000 2,560,000 

利 子 44,444 43,359 31,703 20,230 8,663 

未償還元金 10,300,000 7,680,000 5,120,000 2,560,000 0 

合 計 8,635,427 11,238,290 11,150,056 11,122,142 11,094,353 

   

 

 

第５款 予備費 《 0円》 


